
 

 

 

３．準日本船舶の認定に関する基準について  

（国土交通省通達国海外第 304号 平成 29年 10月１日）  



 

 

 

国 海 外 第 ３ ０ ４ 号 

平成２９年１０月１日 

一部改正 国 海 外 第 １ ２ ４ 号 

令 和 ５ 年 ７ 月 ３ 日 

 

一般社団法人日本船主協会会長 

一般社団法人日本外航客船協会会長  あて  

 

国土交通省海事局長 

 

準日本船舶の認定に関する基準について 

 

海上運送法（昭和24年法律第187号。以下「法」という。）第38条及び海上運送法

施行規則（昭和24年運輸省令第49号）第32条の規定に基づく準日本船舶の認定につ

いて、下記のとおり基準を定めたので、今後これにより取り扱うこととしたので通

知する。  

 

記 

 

１．準日本船舶の認定の申請に当たっての基本的事項  

 

①申請者 

法第38条第１項の規定に基づく申請にあっては、以下の事項を満たす対外船舶

運航事業者が申請するものであること。 

法第38条第２項の規定に基づく申請にあっては、以下の事項を満たす対外船舶

運航事業者と、本邦船主（当該対外船舶運航事業者以外の日本の法令により設立

された法人であって、その子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号

に規定する子会社をいう。以下同じ。）が所有する日本船舶以外の船舶を当該対

外船舶運航事業者が運航するものをいう。以下同じ。）が共同で申請するもので

あること。 

(1) 対外船舶運航事業者として定期報告（船舶運航事業者等の提出する定期報告

書に関する省令（昭和26年運輸省令第54号）第３条に規定する運航実績等の報

告をいう。以下「省令報告」という。）を実施していること。  

 

②対象船舶  

以下の事項を全て満たす船舶であること。  
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(1) 日本船舶以外の船舶であること。  

(2) 申請者（法第38条第２項の規定に基づく申請にあっては、当該申請に係る本

邦船主に限る。）の子会社が所有する船舶であること。  

(3) 申請者（法第38条第２項の規定に基づく申請にあっては、当該申請に係る対

外船舶運航事業者に限る。）が運航し、省令報告が実施される船舶であるこ

と。  

(4) 国土交通大臣が行う総トン数等（法第38条第３項に規定する総トン数等をい

う。）の測度をあらかじめ受けている船舶であること。 

(5) 国土交通大臣又は登録検査機関（船員法（昭和22年法律第100号）第100条の

２第１項に規定する登録検査機関をいう。）が行う船員の安全衛生（作業用具

の整備に関する事項に係るものに限る。）の検査（以下「安全衛生検査」とい

う。）をあらかじめ受けている船舶（総トン数500トン以上の船舶に限る。）で

あること。  

  

２．準日本船舶の認定の要件  

 

［法第38条第５項第１号要件(第38条第１項の規定に基づく申請の場合）］ 

①申請者がその子会社との間で締結する譲渡契約の確実な履行に関する事項（法

第38条第１項第１号関係） 

(1) 申請する船舶について、法第26条第１項の規定による航海命令（以下「航海

命令」という。）が発せられた場合に、申請者の求めに応じて遅滞なく当該船

舶を申請者に譲渡することを内容とする契約を子会社との間で締結しているこ

と。  

(2) (1)の契約において、当該契約の確実な履行に支障を及ぼすおそれのある事項

が定められていないこと。  

(3) 申請する船舶の船籍国が、外国人又は外国法人等への船舶の譲渡の禁止、緊

急時における自国船舶に対する徴用その他これらに類する措置を行っていない

こと。  

 

②命令航海への確実かつ速やかな従事に関する事項（法第38条第１項第２号関

係）  

(1)申請する船舶が総トン数500トン以上であること。  

(2)船舶安全法第８条及び海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第19条の46

第１項の登録を受けた船級協会（以下「船級協会」という。）の船級の登録を

受けていること。  

(3)１隻当たり２人配乗できる人数の有効な海技免状（１級海技士、２級海技士又
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は３級海技士に係るものに限る。以下同じ。）を受有する日本人海技士を常に

確保する計画を有すること。  

(4)毎年度１隻当たり１人の外航日本人船員を養成する計画（３級海技士免許の取

得に必要な乗船履歴を取得させるための養成を申請者自ら行う（費用を支弁し

て第三者に委託をして行う場合を含む。）ものに限る。以下同じ。）を有する

こと。  

 

［法第38条第５項第２号要件(第38条第２項の規定に基づく申請の場合）］ 

①申請に係る本邦船主（以下単に「本邦船主」という。）がその子会社との間で

締結する譲渡契約の確実な履行に関する事項（法第38条第２項第１号関係） 

(1)申請する船舶について、航海命令が発せられた場合に、本邦船主の求めに応じ

て遅滞なく当該船舶を本邦船主に譲渡することを内容とする契約を子会社との間

で締結していること。  

(2) (1)の契約において、当該契約の確実な履行に支障を及ぼすおそれのある事項

が定められていないこと。  

(3) 申請する船舶の船籍国が、外国人又は外国法人等への船舶の譲渡の禁止、緊急

時における自国船舶に対する徴用その他これらに類する措置を行っていないこ

と。 

 

②申請に係る対外船舶運航事業者（以下単に「対外船舶運航事業者」という。）

が本邦船主との間で締結する譲渡契約又は貸渡し契約の確実な履行に関する事

項（法第38条第２項第２号関係）  

(1) 申請する船舶について、航海命令が発せられた場合に、対外船舶運航事業者

の求めに応じて遅滞なく当該船舶を対外船舶運航事業者に譲渡又は貸渡しをす

ることを内容とする契約を本邦船主との間で締結していること。  

(2) (1)の契約において、当該契約の確実な履行に支障を及ぼすおそれのある事項

が定められていないこと。  

 

③命令航海への確実かつ速やかな従事に関する事項（法第38条第２項第３号関

係）  

(1)申請する船舶が総トン数500トン以上であること。  

(2)船級協会の船級の登録を受けていること。  

(3)１隻当たり２人配乗できる人数の有効な海技免状を受有する日本人海技士を常

に確保する計画を有すること。  

(4)毎年度１隻当たり１人の外航日本人船員を養成する計画を有すること。  

 

（ 23 ）



 

 

 

④本邦船主の欠格事由に関する事項（法第38条第２項第４号関係）  

本邦船主が、法第38条第12項第３号に該当するものとして、準日本船舶に係る

同条第５項の認定を取り消され、当該取消しの日から５年を経過していない者に

該当しないこと。 

 

［法第38条第５項第３号要件（安全衛生検査を受けている場合）］ 

  安全衛生検査を受けている場合は、当該検査の結果当該船舶が船員法第100条の

６第３項第２号に掲げる要件（作業用具の整備に関する事項に係る部分に限

る。）に適合していること。 

   

３．標準処理期間  

１ヶ月とする。  
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「申請者が当該船舶を運航していることを証する書類」について 

 

平成２５年２月２６日 

一部改正 平成２９年１０月１日 

一部改正 令 和 ５ 年 ７ 月 ３ 日 

海 事 局 外 航 課 

 

 標記の件、海上運送法施行規則（以下「規則」という。）第 31条第２項第１号に規定す

る「申請者（海上運送法（以下「法」という。）第 38条第２項の規定による認定の申請に

あっては、当該申請に係る対外船舶運航事業者に限る。）が当該船舶を運航していることを

証する書類」については、下記のとおり求めることといたしたい。 

 

記 

 

１．外航貨物定期航路事業に従事する申請船舶 

（１） 船舶運航事業者等の提出する定期報告書に関する省令（以下「定期報告書省令」と

いう。）第３条に規定する外航船舶運航実績報告書の写し 

（２） 定期報告書省令第３条に規定する使用船舶明細報告書の写し 

 

２．外航不定期航路事業に従事する申請船舶 

（１） 定期報告書省令第３条に規定する外航船舶運航実績報告書の写し 

（２） 定期報告書省令第３条に規定する使用船舶明細報告書の写し 

（３） （自ら運航する場合）申請船舶に係る Sailing Instruction若しくは（実質運航す

る場合）申請船舶の①位置・運航情報、②港湾情報、③貨物の積みつけ情報、④海象・

気象情報について、申請者がどのような体制（システム）のもとにこれを確認等して

いるのかを説明した書類及びその証憑書類（詳細は別紙参照） 

 

以上 
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に
こ

れ
を

提
出

す
る

旨
記

載
し

た
確

約
書

を
、

代
わ

り
に

提
出

す
る

こ
と

と
す

る
。

（
注

２
）
認

定
日

ま
で

に
別

の
港

に
寄

港
し

た
場

合
は

、
当

該
港

に
係

る
港

湾
情

報
等

の
写

し
を

追
加

的
に

提
出

す
る

と
と

も
に

、
追

加
的

に
提

出
す

る
旨

記
載

し
た

確
約

書
を

申
請

時
に

提
出

す
る

こ
と

と
す

る
（
複

数
港

に
寄

港
し

た
場

合
は

、
認

定
日

以
前

の
直

近
寄

港
地

に
係

る
も

の
の

提
出

の
み

で
良

い
こ

と
と

す
る

。
）
。

・事
業

の
用

に
供

し
た

後
、

速
や

か
に

「
運

航
し

て
い

る
こ

と
を

証
す

る
書

類
」
を

提
出

す
る

旨
記

載
し

た
確

約
書

を
申

請
時

に
提

出
す

る
こ

と
を

も
っ

て
、

新
造

船
で

あ
っ

て
も

準
日

本
船

舶
の

認
定

申
請

を
行

え
る

も
の

と
す

る
。

③
貨

物
の

積
み

つ
け

情
報

　
申

請
日

に
お

い
て

積
み

つ
け

ら
れ

て
い

る
貨

物
に

係
る

当
該

書
類

等
の

写
し

（
注

１
）
貨

物
の

積
み

つ
け

が
申

請
日

の
直

前
で

あ
っ

た
こ

と
等

の
理

由
か

ら
、

申
請

日
当

日
に

添
付

書
類

を
提

出
で

き
な

い
場

合
に

は
、

入
手

後
速

や
か

に
こ

れ
を

提
出

す
る

旨
記

載
し

た
確

約
書

を
、

代
わ

り
に

提
出

す
る

こ
と

と
す

る
。

（
注

２
）
認

定
日

ま
で

に
新

た
な

貨
物

の
積

み
つ

け
が

行
わ

れ
た

場
合

に
は

、
当

該
貨

物
に

係
る

書
類

等
の

写
し

を
追

加
的

に
提

出
す

る
と

と
も

に
、

追
加

的
に

提
出

す
る

記
載

し
た

確
約

書
を

申
請

時
に

提
出

す
る

こ
と

と
す

る
（
新

た
な

積
み

つ
け

が
複

数
回

行
わ

れ
た

場
合

に
は

、
認

定
日

以
前

の
直

近
の

積
み

つ
け

に
係

る
も

の
の

提
出

の
み

で
良

い
こ

と
と

す
る

。
）
。

④
海

象
気

象
情

報

【
電

子
メ

ー
ル

等
を

提
出

す
る

場
合

】
①

申
請

日
の

1
0
日

前
ま

で
の

日
の

う
ち

の
任

意
の

日
に

係
る

電
子

メ
ー

ル
等

の
写

し
②

認
定

の
1
0
日

前
ま

で
の

日
の

う
ち

の
任

意
の

日
に

係
る

電
子

メ
ー

ル
等

の
写

し
（
申

請
時

に
、

②
の

時
点

に
係

る
添

付
書

類
を

、
入

手
後

速
や

か
に

提
出

す
る

旨
記

載
し

た
確

約
書

を
提

出
す

る
こ

と
と

す
る

。
）

【
契

約
書

の
写

し
を

提
出

す
る

場
合

】
当

該
契

約
書

の
写

し
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「船舶所有者が申請者の子会社であることを証する書類」について 

 

平成２５年２月２６日 

一部改正 平成２９年１０月１日 

一部改正 令和 ５年 ７月３日 

海 事 局 外 航 課 

 

標記の件、海上運送法施行規則第 31条第２項第３号に規定する「船舶所有者が申請者

（海上運送法（以下「法」という。）第 38条第２項の規定による認定の申請にあっては、

当該申請に係る本邦船主に限る。）の子会社であることを証する書類」については、下記の

とおり求めることといたしたい。 

 

記 

 

１．オプション１ 

（１）準日本船舶の申請者（法第 38条第２項の規定による認定の申請にあっては、当該申

請に係る本邦船主に限る。以下「申請者」という。）の代表者名で、申請船舶の所有者

（以下「船舶所有者」という。）が申請者の子会社である旨証している書類（船舶所有

者の株式発行総数及び申請者が保有する当該船舶所有者の株式総数が記載されている

ものに限る。） 

（２）船舶所有者の氏名が申請者の子会社として記載された最新の有価証券報告書の写し 

 

２．オプション２（オプション１（２）に記載した書類を提出できない場合） 

（１）申請者の代表者名で、船舶所有者が申請者の子会社である旨証している書類（船舶

所有者の株式発行総数及び申請者が保有する当該船舶所有者の株式総数が記載されて

いるものに限る。） 

（２）申請者が保有する船舶所有者の株券の写し（船舶所有者の発行株式総数及び申請者

が保有する当該船舶所有者の株式総数が記載されているものに限る。） 

 

３．オプション３（オプション１（２）及びオプション２（２）に記載した書類を提出で

きない場合） 

（１）申請者の代表者名で、船舶所有者が申請者の子会社である旨証している書類（船舶

所有者の株式発行総数及び申請者が保有する当該船舶所有者の株式総数が記載されて

いるものに限る。） 

（２）船舶所有者の代表者名で、申請者が船舶所有者の親会社である旨証している書類

（船舶所有者の株式発行総数及び申請者が保有する当該船舶所有者の株式総数が記載

されているものに限る。） 

以上  
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事務連絡 

平成２５年３月２７日 

一部改正 令和５年 ７月 ３日 

 

一般社団法人日本船主協会会長  あて  

 

国土交通省海事局外航課 

 

 

外航船舶運航事業を営む者が行う外航船舶運航実績報告書等の提出について 

 

 

標記については、今般、別紙のとおり取り扱われるよう、よろしくお取りはからい願い

ます。 
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（別紙） 

 

外航船舶運航事業を営む者が行う外航船舶運航実績報告書等の提出について 

 

１．外航船舶運航事業を営む者（以下「外航船舶運航事業者」）は、外航船舶運航実績報告

書（月末で終わる一月間における運航の実績）及び使用船舶明細報告書（毎年六月末現在

における当該事業の用に供する船舶の状況）を提出（船舶運航事業者等の提出する定期報

告書に関する省令（以下「定期報告書省令」）第３条）することが義務付けられている。 

 

２．船舶運航事業とは、海上運送法では、「船舶運航事業」とは、海上において船舶により

人又は物の運送をする事業（港湾運送事業を除く。）をいう。 

また、「定期報告書省令」では、「外航船舶運航事業」とは、本邦の港と本邦以外の地域

の港との間又は本邦以外の地域の各港間において行う船舶運航事業をいう。 

従って、本邦の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において、

海上において船舶により人又は物の運送をする事業者が外航船舶運航実績報告書及び使

用船舶明細報告書を提出する必要がある。 

 

３．一方で、外航船舶運航事業を営む者の船舶のうち、海上運送法第 38 条の規定による準

日本船舶の認定を受けているものまたは認定を受けようとするものであって、他の事業者

に定期用船で貸し出しているもの（TC OUT）で、いわゆる４つの業務（※）を行ってい

る船舶については、実質的に自ら運航する船舶（以下「実質運航船舶」という。）と言え

るので、外航船舶運航実績報告書及び使用船舶明細報告書を提出するものとする。 

この場合、同一の船舶について、複数の事業者から外航船舶運航実績報告書及び使用船

舶明細報告書が提出される恐れがあるので、報告書提出の際には、当該船舶については「実

質運航船舶」とその他の運航船舶と区分して提出し、さらに「実質運航船舶」を「日本の

船舶運航事業者に対して貸し出している船舶」と「外国の船舶運航事業者に対して貸し出

している船舶」にわけて提出する。 

なお、「実質運航船舶」の報告書の記入にあたり、必要な事項を定期用船で貸し出して

いる先から入手したうえで、「外航船舶運航事業者」の責任で提出できることとし、運賃

収入欄については記入が困難であるとの意見もあることから、用船料収入等の記入でも可

とする。 

 

４．「実質運航船舶」に係る報告書の提出時期については、平成 25年４月実績分からの提

出とする。 

ただし、それ以前に準日本船舶の認定申請をする場合にあっては、上記提出時期に拘

わらず、当該申請時における最新の外航船舶運航実績報告書及び使用船舶明細報告書の

提出が必要となる旨申し添える。 
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（例：平成 25年 2月に準日本船舶の認定申請を行う場合には、平成 25年 2月分の外航船

舶運航実績報告書及び申請時における使用船舶明細報告書の内容に準じた書面の提出が

必要となる。なお、この場合にあっても当該船舶について、平成 25年 6月末時点の使用

船舶明細報告書の提出は別途必要となる。） 

 

※４つの業務 

１．外航船社が、当該船舶の位置・運航状況を高頻度で確認していること（衛星通信情報による把握、また

は出入港時の他に日に２度以上の本船からの連絡等） 

２．外航船社が、当該船舶の寄港する港について、港湾情報を入手して出入港の安全性を確認していること 

３．外航船社が、当該船舶の貨物の積み付け情報を航海のたびに入手し、その安全性を確認していること 

４．外航船社から当該船舶の船長に対して、海象気象情報等、安全運航に必要な情報を送付していること 
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